　　在宅高齢者等の福祉を巡って

1． はじめに

いま、福祉が大きく変わろうとしている。ご存知の通り、各制度改革や法律改正といった動きが様々な分野で展開されている。社会福祉基礎構造改革、介護保険制度、地域福祉権利擁護事業、ＮＰＯ法、成年後見法等々福祉の世界にとっては、既になじみのある用語となってきたであろう。ただ、実際にこれらの制度がどう機能していくのか、はたして思惑どおりに動いてくれるのか、まったく未知の世界であるといえよう。これからの社会福祉のキーワードをあげると、つぎの項目が考えられる。まず第一に、「市場原理の導入」である。これまで競争のなかった社会福祉分野において、市場原理が導入されることによって福祉サービスが、利用者に選択される時代に突入する。はたして、福祉と市場原理とが結びつくのであろうか？そして、真に利用者のための福祉が成り立っていくのであろうか？不安要素が数多く指摘されている。そして、第二に、「ＮＰＯ」である。これからは、社会福祉法人固有の事業やサービスをＮＰＯ法人も供給が可能となる。ボランテｲアセンターの機能もＮＰＯでまかなえることになる。介護保険の適用にならない自立支援の方や、介護保険サービスでまかないきれない部分に関して、ＮＰＯ法人の力が必要になってくるであろうともいわれている。そして、第三に「保健・医療・福祉の統合化」である。従来、保健・医療・福祉は、それぞれが独立していた。しかし、高齢者にとって、各分野だけでは解決し得ない問題を多く抱えている。これらが統合的にサービスを供給していくことによって解決が可能になる。そして、これらの機関が中心となって、法的な側面、経済的な側面また安全対策等に関して、他の機関と連携しあっていくことが重要になってくるであろう。第四に、「権利擁護」の問題である。痴呆などのために、意思判断能力が低下し、契約の締結やサービスの選択ができない人がいる。本人の権利を擁護していく視点で、日常生活を支援する地域福祉権利擁護事業や成年後見制度が開始される。日常生活を支援する事業は、横浜あんしんセンターや、大阪あいあいねっと、品川さわやかサービスなどで、すでに開始され、成果を上げている。また、成年後見法はいまだ国会を通過していないが、すでに来年の４月施行をにらんで、弁護士・司法書士といた専門家が準備作業を進めている。これらの制度がしっかりと機能していくための組織作りが重要になってくるといえるであろう。

2． 民間在宅サービス

２０００年４月からの介護市場自由化において、ヒューマニズムなき介護ビジネスは成り立つのかといった問題がある。福祉分野は、５０年以上もの間荒波にもまれることなく、措置制度という温室の中にいた。今一挙に、台風のまっただ中に放り出されることとなる。それは、この分野が自由化されることにより、他の経済活動と同列に扱われるということである。福祉関係者にしてみれば、福祉が利益を追求することに大きな抵抗感を抱くであろう。しかし、民間業者にとっては、一般社会でのサービス業としての事業システムやノウハウがそのまま活用されるため、大きなビジネスチャンスとしてとらえられている。

デｲスコ業界で巨大ブームを起こしたことで有名な折口博雅氏が、（株）コムスンを全国規模で事業展開し在宅介護サービスを行っていることは、周知されているところであろう。はたして、折口氏が在宅福祉サービスで事業として利益を得ることができるのだろうか。株式公開初値が２３００万円にまで跳ね上がったところからも、折口氏に対するこの業界での活躍が期待されている。いったい折口氏がどういう戦略を考えているのであろうか。コムスンは、昭和６３年に日本で最初に２４時間在宅巡回介護を実現した介護サービスの大手である。利用者のためにという理念、そして高齢者の尊厳と自立を守ることを理念としている。そして折口氏は、このビジネスに関して、「よく『福祉で金儲けをするな』という人がいます。でもそれは福祉に対する志もビジョンもない考え方です。実際に、ビジネスにしないと福祉が完成しない。企業は利益を上げ、利益があるからいろいろな企業が参入してくる。利用者は１０社、２０社の中から選ぶようになれば、利用者本位になります。」と語る。まさしく、民間事業者の考え方である。現在、介護サービス事業で利潤をあげている業者は少ないが、介護保険の導入に伴い社会福祉法人、老人保健施設、医療法人、ＪＡ，ＮＰＯ法人等のなかで、企業マインドを持った民間事業者が、サービスの質の確保をクリアさえすれば、有利な立場にあるといえるのではないだろうか。

3． ＮＰＯ法人への期待

ＮＰＯとは、営利を目的としないで文化、芸術、国際協力、福祉、町おこし、その他のあらゆる分野での社会活動を展開している民間の非営利組織及び団体の総称である。高齢者介護の分野においても、ＮＰＯ法人の果たす役割は大きい。代表的なサービスとしてグループホームの経営・訪問入浴事業・デイサービス・配食サービス等を行っている。こういった在宅サービスを受けている利用者および家族からは、非営利団体に担ってほしいといった声が多くあげられている。また、ＮＰＯ団体からも「これらのサービスをＮＰＯが担っているケースが全体の３０％程度を占めている」との推測が報告されている。

今後の介護保険下においては、介護コストの高いサービス事業は営利企業が担い、要介護度の低いニーズは、行政その他が混在する。そして、介護保険の適用を受けないサービスニーズに対しては、掲げた趣旨や理念をみてもＮＰＯが担うことになると予測されている。したがって、今後の地域及び在宅福祉ニーズは、ＮＰＯの活躍を多いに期待している状況である。ただ、ＮＰＯ法人は、資金不足や人材不足で経営基盤が弱いことや、税制上の優遇措置はなく、非営利事業であっても通常の税負担を課せられるといった問題がある。今後、ＮＰＯ法の見直しや行政の支援といった方法により、ＮＰＯの活動をバックアップしていくことが不可欠になってくるといえるのではないだろうか？

4． 在宅介護支援センターの役割

厚生省による在宅介護支援センター運営事業等実施要綱におけるその目的は、「在宅の要援護老人の介護者等に対し、在宅介護に関するニーズに対応した各種保険、福祉サービスが総合的に受けられるように市町村等の関係行政機関、サービス実施機関等との連絡調整等の便宜を供与し、もって地域の要援護老人及びその家族の福祉の向上を図ることを目的とする」と明記されている。すなわち、在宅介護支援センターは介護保険導入以前から、要援護老人等の地域におけるケアマネジメント機関として設置されている。しかしながら、２０００年４月以降は、介護保険制度の下「指定居宅介護支援事業者」が、その対象となる要支援並びに要介護と認定される被保険者のケアマネジメントを実施することになる。したがって、必然的に在宅介護支援センターの機能についても再検討されることとなる。そして、在宅介護支援センターは当然に保険導入後も地域における総合的な相談援助業務を担っていく必要がある。

厚生省は、在宅保健福祉サービス事業をスタートさせている。これは在宅介護支援センターとホームヘルパーステーション、訪問介護ステーションを一体的に整備することによって、事業間の連携を図るためのものである。具体的には、①ニーズの的確かつ迅速な把握②ニーズに応えたタイムリーなサービスの提供③在宅介護支援センターを中心に各在宅サービスの機関を一体化して、それぞれの機能のいっそうの強化を図ることとされている。すなわち、今後在宅介護支援センターが調整機関として２４時間体制で看護・介護サービスを一体的に提供していく重要な機能を果たしていく責務があるといえるのでではないだろうか。

5． （１）在宅介護における権利侵害の問題について

在宅介護を受ける高齢者への虐待といった問題が、社会的な問題として一般的に知らされるようになったのは、最近のことである。ただ、実態の把握はほとんどできない状態である。子供に対する虐待については、多くの報告がなされるようになってきているのとは対象的である。ちなみに、９７年度に全国の児童相談所に寄せられた相談は５３００件を超えている。子供に対する虐待は、都市化や核家族化が進み、育児への支援がなく、孤立した親にストレスがたまるため生じる。これまで、家庭内の問題とされてきたものが、社会の関心や理解が深まった結果、顕在化してきた。一方で、高齢者の介護はいまだに、それぞれの家庭問題としてとらえられているため顕在化することも少なく、社会的な関心が向けられないのが現状である。９４年度に行われた「要介護者を抱える家族についての実態調査」によると、介護を受ける者に対し虐待したことがある介護者は、２人に１人であり、介護を受ける者に対し憎しみを感じたことがある者は３人に１人という報告がなされている。今後、介護の社会化を前に高齢者の人権をどう守っていくか、介護を職業とする人に、職業人としての高い倫理性が求められる。すなわち、①人間としての尊厳が尊重されること②その個性が理解され、尊重されること③社会人として持つ権利、人として持つ権利が実態的に確保されることなどに配慮する必要があるといえる。

5． （２）オンブズマンの役割

介護保険制度の導入によって、在宅サービスは多様な事業者が参入するために、競争によってサービスの質が低下するのではないかとの不安が市民にはある。この市民の不満や苦情にどう対応するかが課題となる。

利用者本意を理念としている介護保険制度の下においては、サービスの利用者と提供側の双方の当事者は対等な立場で契約を結んでいる。したがって、サービスについて不満や苦情がある利用者は、その不満を事業者に伝える権利がある。もし、自分に合わないサービスであれば、別の事業者のサービスを選択する自由がある。しかし、介護サービスを利用する要介護高齢者は、自分の気持ちや要望を提供者に伝えにくい状態にあることが多い。したがって、これまで措置制度のもとで選択する権利自体が認められていなかったために、介護保険に制度が変わってもすぐに苦情がいいだせるようになるとは限らない。こうしたなかで、サービスの質の評価機関として重要な役割を担うのが、オンブズマンであるといえる。しかし、実質的にはそのサービスの評価を外形的な基準によって、格付けするのは不可能であろう。それは、各個人によって求めるサービスに違いがあるためである。現在、福祉施設のオンブズマンとして活躍している「湘南福祉ネットワーク」は、実際に施設をまわり各利用者の苦情を解決する支援役としての役割を果たしている。したがって、在宅サービスの分野においても、このようにオンブズマンが利用者の声を聞き出し、利用者のために事業者へ要望を申入れたり、市町村へ苦情を申し立てる役割としてのオンブズマン制度が、確立されていくことが重要になってくるといえるのではないだろうか。

6． 高齢者在宅福祉のこれからと権利擁護ネットワークかながわ

上記に述べたように、高齢者在宅福祉に関して、権利侵害の問題や介護保険制度の導入に伴う各機関の役割等様々な問題を抱えている。これらのことについて、福祉サービスに携わる現場の方、福祉の研究をされている大学教授や社会福祉協議会の方々から多くの意見がだされている。そして、我々権利擁護ネットワークかながわ自身も、しっかりと将来を見据えて様々な問題に向かっていかなければならない。実際に高齢者が、どんな問題を抱えているのか、その問題の解決のための糸口がどこにあるのか。その糸口を探るきっかけになれるような活動が、我々専門家集団にもとめられているのではないだろうか。したがって、我々権利擁護ネットワークかながわが、尚一層の研究を重ねていくことはもとより、在宅高齢者等に対する福祉のこれからを考える上で、社会福祉協議会やボランテｲア団体等様々な関連団体や個人とネットワークを組んでいく必要があるといえる。

本日、ご参加頂いた皆様にも、我々専門家として期待するところがあれば、遠慮なく意見して頂ければと、願うところです。
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